





























































































































































































































































































































































－１１．７２５．０ ３．０ １．０１５．２ ５．０１１．４　４７
６０．７１８．８３０．０ ３．９１５．２１７．４１７．５１３．４　４８
３６．７２５．７３０．８ ５．１ ５．０１８．２ ７．０１４．４　４９
２８．８３３．１２３．５ ６．３ ６．３１９．４ ８．７１５．６　５０
 ７．９３５．７３６．５ ８．６１０．４２１．４１２．０１７．５　５１
 ８．４３８．７ ８．１ ９．３１０．１２３．６１１．７１９．５　５２
 ７．５４１．６２１．５１１．３ ６．１２５．０ ７．７２１．０　５３
 ０．５４１．８ ８．８１２．３ １．７２５．４ ２．８２１．６　５４



























２４．２ △５．６１０５．６　 １９　 ５９　４６
２４．４△１０．３１１０．３　 ４３　１３３　４７















貿 易 外 収 支貿　易　収　支
支　払受　取輸　入輸　出
 ３７　２ △３６　３０３　 ６７△２３６ △７８１９４６




























　　２　１４　５３ △２５　 ２６ ３ ３２２９
　２８５ １０２　 ７ △３２ △２４２４ ４６２２





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































２４，７６９ １１，９６９特 別 会 計
１３，１４０…政府関係機関
４４，９５７ １６，７０１合 計
２３，７９５ １０，１６１純 計
 １，５６７　△８８７（△１，１４９）差　引　純　計
（資料）前掲，楫西他『没落』Ⅵ　２８６８頁。
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であって（第９表），この「ドッジ予算」は，「均衡予算」ではあっても決して「縮
小予算」ではないことに注意を要する。むしろ，「財政均衡化」を通してこそ「生
産再開＝資本投資活動刺激」を促したわけであり，その意味では，「資本蓄積促
進策」という側面において，「財政膨張」動向とその本質は共通といってよい。
事実，経費内訳に目を凝らすと，例えば「価格調整費」（３．３倍），「出資・投
資」（２．２倍），「社会労働施設費」（１．８倍）などの増加率が大きく，しかもこれら
の経費は，独占的大企業が中心を占める基幹的重化学工業への補助・融資・
基盤整備を指向する経費に他ならない以上，経費構造が全体として，独占資
本体制の再建・再編へと向けられているのは明白であろう。
その場合，このような「均衡予算下の資本蓄積促進策」を補完した特有な対
処策として，３つ目に（ハ）「見返資金特別会計」の作用が見逃せない。周知の通
りこの「特会」は，アメリカ対日援助物資の販売代金を貿易特別会計からの繰
入金の形で受け入れつつ，それを経済再建に必要な使途に当てる（５２年３月ま
でにその総額は３０４２億円に達した）　　というものだが，その具体的運用先に
は以下のような特徴があった。すなわち，いくつかの点でなお不十分性を免
れなかったものの，その支出先は電力・海運・石炭などの　　独占資本が掌
握する　　基礎部門に重点化されたとみてよく，それを通じて「資本蓄積促
進」が目指されたことはいうまでもない。その点で，「ドッジ予算　均衡予算」
による資金供給上の制約を，アメリカ援助を原資としたこの「見返資金」シス
テムを通して克服しようと目論見られたわけであろう。まさにここにも，「均
衡財政下の資本蓄積促進策」が明白であろう。
最後に第３に，財政政策の集約点をなす図「シャウプ税制」が重要だが，ま
ず１つ目に（イ）その「背景」から入ると，何よりも，「ドッジ均衡予算」と連関
したその「租税版」だと位置づけられてよい。すなわち，「ドッジ予算」と連携
して戦後日本資本主義の軌道敷設を税制面から目指したもの　　だと整理
可能であり，その点にこそ基本的な特質がある。そのうえで，２つ目として
（ロ）その「展開内容」へ進むと，例えば以下の諸点がその特徴として目立とう。
つまり，「法人擬制説」・「総合課税」・「直接税中心主義」・「地方税制の整理＝
強化」・「高所得者層の負担軽減」，に他ならず，まさにそれを通して，「ドッ
ジ均衡予算」と連動しつつ，再建型・戦後経済の租税的枠組み形成が指向され
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ていったわけである。
しかし重要なのは３つ目に，（ハ）「租税負担の低下」という「シャウプ税制」
効果に他ならない。すなわち，４９－５０年（１０億円）にかけて，国民所得が２７３７
→３３８１へと増加する中で，国税＝６３６→５７０（６５減），地方税＝１４２→１８８（４５増）
となって税額総計は７７８から７５９へと縮小をみている。そしてその帰結として，
「租税負担率」はこの間に２８．５％から２２．４％へと低下した（第10表）のである
から，この税制改革を通して，「資本蓄積促進」に連結する「租税負担低下」が
進行した点も決して軽視できない。まさに「資本蓄積促進策」の一環であろう。
［３］産業政策　以上を前提にして，「資本蓄積促進策」の第３番目の側面を
なす③「産業政策」へと視角を転じていこう。そこで第１に須「傾斜生産方式」２０）
をみておく必要があるが，最初に１つ目に（イ）その「背景」はどうか。周知の
通り，４５－４６年期での経済混乱の過程で生産縮小はそのボトム水準を脱し得
なかったが，この「縮小再生産」の基本要因としては，「石炭を中心とした基礎
資材生産の顕著な低下」と，「軍需資材の転用・手持資材の食い潰しに立脚し
た消費財生産の上昇」との間の「不均衡拡大」が特徴的であった。そしてその場
合，このような状況にあって，各産業が共通して最大のネックとしていた生
産資材こそ石炭であり，それに次ぐものが鋼材であった。しかも，この「２つ
の不足」は互いに連動して悪循環していた点がさらに問題であったが，まさに
この基本構図上でこそ，このような「相互隘路連関」打開策として「傾斜生産方
第10表　租税負担の変化
（十億円，百万円）
増　　減５０１９４９
　 ６４４．２３，３８１．５２，７３７．３
国　民　所　得
（十億円）
△６５，５５６５７０，８５０６３６，４０６国　　　税
（
百
万
円
）
租　
　
税
　４５，８４０１８８，２８１１４２，４４１地　方　税
△１９，７１７
７５９，１３０
　 （２２．４）
７７８，８４７
　 （２８．５）
計
（資料）大蔵省『財政統計』，１９６４年版，２８０頁による。国税には専売益金をふくむ。
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式」が浮上してくるといってよい。
そこで次に２つ目として（ロ）「傾斜生産方式」のメカニズムへと進むと，そ
の概略は以下のように図式化できよう。すなわち，（Ａ）輸入重油と石炭の鉄
鋼部門への最重点配当を実施する→（Ｂ）これによって増産した鉄鋼を石炭部
門へ集中的に投入する→（Ｃ）石炭部門はその鋼材によって出炭設備を整備し
て増産に努力する→（Ｄ）増産された石炭は鉄鋼部門への増配に充当し，これ
を通して再び鉄鋼の増産を促進しつつ増産分をまた石炭部門へ供給する→
（Ｅ）このような操作を繰り返して鉄・石炭の「循環的増産」を実現する　　と
いう方式，これである。まさに「相互隘路連関」脱却を目指した「循環的増産」
機構に他なるまい。
そうであれば，最後に３つ目に（ハ）その「成果」はどうか。さて当初は様々
な制約に阻害されて目標よりかなり低い実績に止まったが，それでも４８年に
入ると，いくつかの諸対策に補完されて，ようやく順調にその機能を開始す
る。まず生産指数が４８年末には戦前水準の６０％までに接近してくるのに加え
て，さらに，「生産財―消費財」の伸び率関係においても特徴的な傾向が目立っ
てくるといってよい。すなわち，４８年第Ⅲ四半期以降になると，生産財の回
復が消費財のそれを上回るに至るのであって，生産回復に対するその基本前提
構築が見て取れよう。こうして「傾斜生産方式」の産業政策的効果は明白である。
そのうえで，産業政策の第２パターンこそ酢「経済安定１０原則」（４８年７月）・
「９原則」（同１２月）に他ならない。そこで最初に１つ目に（イ）その「背景」に注
目すると，この２つの「原則」にはもちろん若干の力点の差があるものの，そ
の基本線はほぼ共通とみて大過なく，いずれも総司令部から日本政府への「勧
告」・「指令」という性格を持っていた。その点で，日本経済の再建・復興に対
するアメリカからの強制的な「条件提示」と，それに対する日本政府の「対応策
表明」との「対抗関係」の表出　　という本質が否定できない。
それをふまえつつ，２つ目として（ロ）その「内容」にまで目を向けると，ヨリ
「包括的・体系的」な「９原則」の主要ポイントは以下のように列挙可能である。
すなわち，（Ⅰ）総合予算の均衡（Ⅱ）徴税の強化（Ⅲ）融資の制限（Ⅳ）賃金安定
計画の確立（Ⅴ）価格統制の強化（Ⅵ）貿易・為替管理の日本政府移管（Ⅶ）輸出
拡大のための割当配給制度の改善（Ⅷ）生産の増強（Ⅸ）食料供出の効率化，で
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あって，これらの推進を通して，　　９項目を支える　　何よりも，「単一為
替レート設定」２１）を可能にする「日本経済の自立化」が追及されたわけであろう。
そうであれば最後に３つ目に，（ハ）その「全体的意義」は以下のように総括
可能である。つまり，「傾斜生産方式」に支えられた「再生産軌道」の一応の定
置を前提にしたうえで「単一為替レート」設定の不可避性を全体の基調に置き，
まさにそれを可能にするためにこそ，「原則の実現」が強制されたのだと。つ
づめて言えば，これら両「原則」は，始動しつつある「再生産軌道」の上で，「イ
ンフレ収束―単一為替レート設定」２１）を実現しつつ「合理化投資」を目指して
いく，そのような路線を，日本経済に強制した　　とこそ整理可能である。
その点で，資本主義経済運動過程に対して，その「制度・組織」面から「誘導」
を図るという，「資本蓄積促進」を目的にした，まさに「産業政策」型効果だと
いってよい。
最後に第３に，「産業政策」の集約として図「ドッジ・ライン」（４９年）がいう
までもなく重要である。そこでまず１つ目は（イ）その「背景」だが，その場合
に重要なのは，いわゆる「冷戦」が強まるにつれてアメリカの対日政策に変化
が目立ってきた点であって，資本主義体制の維持を図るために，アメリカは，
西欧諸国ならびに日本の資本主義的再建に対して，その援助拡大へと舵を切
り替え始める。つまり，「傾斜生産方式→経済安定９原則」による生産復興を
条件として，日本の，「資本主義としての自立」と「国際経済への再参加」とが
日程に上がってきたといってよい。まさに「ドッジ・ライン」の実施である。
そのうえで，次に２つ目として（ロ）その「展開内容」へ進むと，その基本骨格は
以下のように集約可能だと思われる。すなわち，（Ａ）「国内総需要の抑制」　　
「超均衡財政」・「復金融資停止」・「価格補給金減廃」を通す国内需要抑制によっ
て過剰購買力を削減し，それを通じてインフレ収束と輸出伸長を図ること，
（Ｂ）「市場メカニズムの機能回復」　　「単一為替レート設定」・「輸出入補助金
廃止」・「経済統制縮小」によって市場メカニズムを回復させ，それを条件とし
て「合理化促進」を目指すこと，（Ｃ）「投資資金供給ルートの整備」　　「政府貯
蓄＝財政黒字」と「見返資金制度＝対日援助」とを民間投資資金の基本的供給
ルートに設定し，それによって「生産拡大」と「合理化進展」とを促進すること，
これである。要するに，「財政金融の引き締め」と「合理化の促進」とが顕著だ
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といってよい。
したがってそうであれば，３つ目に（ハ）この「ドッジ・ライン」の「全体構図」
はこう「総括」できよう。つまり，まず１つに，（Ａ）財政面では「超均衡財政実
施と価格補給金廃止」，金融面では「復金の活動停止と復金債停止」，を実現し，
それを通じて２つには，（Ｂ）「インフレと国家資金による資本蓄積方式」から
「正常な資本自身による資本蓄積方式」への転換を図りつつ，最後にその土台
のうえで３つとして，（Ｃ）各企業の合理化進展促進と，「国際競争力確保＝世
界経済への再編入」を可能にする　　と体系的に整理可能である。
まさにその意味で，「日本経済の自立化」にこそ「ドッジ・ライン」の枢軸点
があるとみてよく，それこそが，「ドッジ・ライン」が産業政策の「集約点」だ
といわれる所以であろう。
おわりに　　全体的総括
以上のような検討を下敷きとして，「日本型・現代資本主義の『再編成』」と
いう視角から全体を総括しておきたい。まず第１論点は（Ⅰ）「前提的命題」で
あって，「朝鮮戦争」を画期として，１９５０年代初めに「日本資本主義の再建完
了」が示された。具体的には，まず一面で（Ａ）経済面においては「生産・投資・
蓄積」の本格的回復がポイントをなすし，また他面で（Ｂ）政治面では，戦後初
期における「階級闘争激化の収束」が，それぞれ再建の指標とみなされてよい。
そして，これら「政治・経済」両面からする「体制安定化の実現」によってこそ，
総合的には（Ｃ）「日本経済の自立化＝景気循環機構の回復」が可能となった。
ついで第２論点として（Ⅱ）「展開的命題」が問題となり，（Ａ）「日本資本主義
は『どのような資本主義として再建されたのか』」が直ちに問われよう。しかし
それへの「解答」はもはや自明であって，以下のように定式化可能である。す
なわち，「戦後日本資本主義の再建」が，まず１つに政治的には，（Ｂ）「労資関
係＝階級闘争の体制内化」・「社会保障整備」などを媒介とした「階級宥和策」を
前提とし，さらにその土台の上で，次に２つとして経済的には，（Ｃ）「財政政
策・金融政策・産業政策」などを柱とする「資本蓄積促進策」にこそ立脚してい
る以上，この「再建された戦後・日本資本主義」は，　　この「階級宥和策」・
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「資本蓄積促進策」という２大基軸を条件とする　　「現代資本主義」以外では
あり得まい。
したがって，第３論点は（Ⅲ）「結論的命題」に他ならない。そこでまず（Ａ）
この「現代資本主義の定義」を確認しておくと，　　他の機会に繰り返し指摘
したように２２）　　その枢軸点が，「資本主義の体制的危機における，『階級宥
和策』および『資本蓄積促進策』を手段にした，資本主義延命を目指す『反革命
体制』」という点にこそあるのは当然である。そうであれば，いま確認した「展
開的命題」からして，「再建期・日本経済」が「現代資本主義」と規定しうるのは
まず明瞭というべきだが，さらに注意すべきは，（Ｂ）それが「現代資本主義の
『成立』や『確立』ではない」ということであろう。というのも，他の著作ですで
に解明した通りその「成立」ならばすでに「１９３０年代」で完了をみている２３）し，
また「確立」には　　次稿で詳細に考察するように　　「高度成長期」を待た
ねばならないからである。
要するに最終的には，（Ｃ）こう結論されるべきであろう。すなわち，「戦
後・日本資本主義」は，「１９３０年代」の「成立期」に立脚しつつ「高度成長期」に「確
立期」を迎える，「日本型・現代資本主義」の，まさしくその「再編過程局面」に
該当する　　のだと。
１）拙著『日本における現代資本主義の成立』（世界書院，１９９９年）。
２）拙著『現代資本主義の史的構造』（御茶の水書房，２００８年）。
３）戦後改革の詳細に関しては，東大社研編『戦後改革』１－８（東大出版会，１９７４年）
を参照せよ。
４）１９３０年代「日本型・現代資本主義成立」の機構については，前掲，拙著『成立』をみよ。
５）この再建期・日本資本主義の資本蓄積メカニズムに関しては，拙稿「戦後再建と景
気変動過程」（『金沢大学経済学部論集』第２８巻第１号，２００７年）においてすでに検
討を加えた。
６）景気変動については，鈴木・公文・上山『資本主義と不況』（有斐閣，１９８２年），武
井・岡本・石垣編著『景気循環の理論』（時潮社，１９８３年），前掲，拙稿「戦後再建」，
などをみよ。
７）「５４年不況の性格」の本質的意義に関しては，前掲，鈴木他『不況』１５８頁を参照のこと。
８）労働改革について詳しくは，前掲，東大社研編『戦後改革』３が何よりも参考になる。
９）「現代的労資関係」の詳細は，戸塚・徳永編『現代労働問題』（有斐閣，１９７７年）をみよ。
１０）この「ワイマル体制」に関しては，加藤栄一『ワイマル体制の経済構造』（東大出版会，
戦後再建と日本型現代資本主義の再編　　（村上）
－２０９－
１９７３年）を参照のこと。また拙著『資本主義国家の理論』（御茶の水書房，２００７年）も
みよ。
１１）ニューディールの労資関係については，前掲，拙著『資本主義国家の理論』第５章
をみよ。
１２）「高橋財政」期の労資関係に関して詳しくは，前掲，拙著『成立』３１９－３０頁を参照の
こと。
１３）「戦後危機下における階級闘争」については，川上・粕谷・佐藤『現代日本帝国主
義』（現代評論社，１９７９年）９３－１１２頁および前掲，東大社研編『労働改革』３，第２
章，などみよ。
１４）戦後日本型・社会保障の展開に関しては，東大社研編『福祉国家』５（東大出版会，
１９８５年），横山・田多編著『日本社会保障の歴史』（学文社，１９９１年），などが参考に
なる。
１５）この時期の金融政策について詳しくは，例えば大島・榎本『戦後日本の経済過程』
（東大出版会，１９６８年），大島清監修『総説日本経済』２（東大出版会，１９７８年），を
参照のこと。
１６）この「高橋財政期・制度的再編」は，前掲，拙著『成立』１５２頁においてすでに検討した。
１７）「復金債」の動向および「発券量」に関しては，前掲，拙稿「戦後再建」５９－６５頁をみよ。
１８）財政政策について詳しくは，鈴木武雄『現代日本財政史』第１巻（東大出版会，１９５２
年），和田八束『日本財政論』（日本評論社，１９７９），前掲，大島監修『総説日本経済』
２，をみよ。
１９）この「ドッジ・ライン」の詳細は，すでに前掲，拙稿「戦後再建」７７－８頁で検討を
加えた。
２０）傾斜生産方式については，楫西・加藤・大島・大内『日本資本主義の没落』Ⅵ（東大
出版会，１９６５年）１６２１－２４頁に詳しい。さらに有沢広巳監修『昭和経済史』（日本経
済新聞社）２８６－９頁をもみよ。まさにその「相互連関メカニズム」の機能展開が明
確に表現されている。
２１）「ＩＭＦ　単一為替レート」問題を含めて，日本経済を外枠から規定していくこと
になる戦後世界の基本動向に関して詳しくは，例えば，大島清編『戦後世界の経済
過程』（東大出版会，１９６８年），楊井・石崎編『現代世界経済論』（東大出版会，１９７３
年），を参照のこと。
２２）現代資本主義の「背景・機能・本質」については，前掲，拙著『現代資本主義の史的
構造』において体系的に検討した。したがって，ここではその「結論規定」を前提に
している。
２３）この論点は，前掲，拙著『成立』終章においてすでに総合的に論証を完了し終わっ
ている。
－２１０－
